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技術士制度における IPD システムの導入について（案） 

 

令 和 ３ 年 １ 月 ８ 日      

科 学 技 術 ・ 学 術 審 議 会  

技 術 士 分 科 会 

制 度 検 討 特 別 委 員 会  

初期専門能力開発・試験検討作業部会  

 

１．はじめに 

これまでの技術士制度改革においては、若手優秀人材の技術士への参入促進

を目指し、実務経験の質の向上による実務経験期間の短縮等様々な措置が講じ

られてきたところである。しかし、技術士第二次試験合格者の平均年齢が高齢化

しており 1、修習技術者 2が技術士として求められる資質能力 3を早期に取得し、

技術士として活躍できる仕組みの更なる充実・強化が望まれている。 

技術士になるためには、修習技術者の資格を得て、かつ、技術士法及び同法施

行規則に規定する 4、次に掲げる３つのうち、いずれかの実務経験を積み、技術

士第二次試験に合格する必要がある。 

 

・ 技術士補の登録日以降、指導技術士の下で４年を超える期間の実務経験 

・ 修習技術者になった日 5以降、優れた技術者 6の下で４年を超える期間の 

  実務経験 

・ 科学技術に関する業務について７年を超える期間の実務経験 

 

修習技術者は、専門とする技術部門 7について、上述の実務経験の修習を通じ

て技術士にふさわしい専門的学識及び高等の専門的応用能力と適性を涵養して

 
1 技術士第二次試験受験（申込）者・合格者の年代別推移（平成 22 年～令和元年）については、別添参

照。 
2 技術士第一次試験合格者及びそれと同等と認められた者で、技術士補となる資格を有する者をいう。 
3 「技術士に求められる資質能力（コンピテンシー）」（平成 26 年 3 月 7 日、科学技術・学術審議会 技術

士分科会） 
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu7/attach/1413398.htm 

4 技術士法第六条第二項並びに同法施行規則第十条及び第十条の二に規定している。 
5 技術士第一次試験の合格日、又は、技術士法第三十一条の二第二項「大学その他の教育機関における課

程であって科学技術に関するもののうち、その修了が第一次試験の合格と同等であるものとして文部科

学大臣が指定したもの」の修了日をいう。 
6 科学技術（人文科学のみに係るものを除く。以下同じ。）に関する高等の専門的応用能力を必要とする

事項についての計画、研究、設計、分析、試験、評価又はこれらに関する指導の業務（他の法律におい

てその業務を行うことが制限されている業務を除く。）を行う者をいう。（技術士法第二条第一項） 
7 技術士法施行規則第四条に規定する 21 部門をいう。 
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いくが、技術士法及び同法施行規則には、実務経験の期間について、上記の通り

具体的な期間が示されているものの、期間内に修習すべき事項や内容について

は具体的に規定されていない。このため修習方針が定め難いことなどにより資

質能力の取得に長い期間を要していると考えられる。 

修習技術者が資質能力の取得を目指す段階における修習を、IPD（Initial 

Professional Development（初期専門能力開発））という。具体的には、高等教

育機関 8卒業時に取得すべき能力である GA（Graduate Attributes）を取得した

後に、専門職（技術士）として備えるべき資質能力である PC（Professional 

Competencies）を取得し技術士になるまでの修習をいうが 9、我が国では IPDに

対する認知度が依然低い。これは、IPDの意義、目的、実施指針等が不明確であ

ることが原因と考えられる。 

そこで、若手技術者 10が効果的に GA を強化するとともに PC を取得できるよ

う、IPDに関する基本的事項について、以下に取りまとめた。 

 

２．技術士制度における IPD システムの意義・目的について 

従来、若手技術者は、人的繋がりに基づく実務指導を前提にした OJT（On the 

Job Training（指導技術者の指導・監督の下で職場において実際の業務を遂行し

ながらの教育・訓練））によって、技術士に求められる資質能力の取得を目指す

こととされていた。しかし、昨今の社会情勢の変化は、技術者の職務環境にも影

響を及ぼし、既に資質能力を取得した技術者が継続して若手技術者を指導する

形態で人材育成を行うことが困難な状況になり、時代に即した若手技術者への

資質能力開発支援が必要となっている。 

また、GA の中には、エンジニアリング・デザイン、チームワーク、コミュニ

ケーション等、技術士第一次試験において知識習得を証明することに加え、知識

を実務において応用する能力が含まれているため、IPDを通して当該能力の確認

を行いながら、資質能力を向上させていくことが重要である。 

つまり、１．に記載するとおり、IPDシステムは、高等教育機関を卒業した若

手技術者が、技術的実務に就いた後の GA 強化及び PC 取得を社会全体でフォロ

ーするためのシステムと捉えるべきである。高等教育機関を卒業してすぐに技

 
8 大学、高等専門学校、専門学校（専門課程を置く専修学校）をいう。 
9 GA 及び PC については、「卒業生としての知識・能力と専門職としての知識・能力」（IEA GA & PC 
翻訳ワーキンググループ）参照。 
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu7/siryo/__icsFiles/afieldfile/2012/10/11/132676
7_3.pdf 

10 技術に関与する仕事に従事する 20～30 代の者をいう。なお、技術士制度改革に関する論点整理（科学

技術・学術審議会技術士分科会（平成 31 年１月８日）において、「若手が 20～30 代など早い段階で資

格を取得できるよう」と記載していることを根拠に、若手技術者の目安を 20～30 代としている。 
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/02/06/1413396_
002_1.pdf 
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術者としての実務を経験しながら資質能力を向上させる IPD システムが機能す

ることにより、修習技術者の技術士資格の早期取得を促進することが期待でき

る。 

 

３．技術士制度における IPD 活動の実施方針について 

 IPD 活動の実施に当たって、若手技術者は、業務を通じて PDCA サイクルを回

しながらセルフマネジメントを行うことによって、資質能力を発展向上させて

いくことが重要である。 

つまり、まずは若手技術者が明確な達成目標を設定し、自ら策定した修習計画

に沿って、業務をしつつ、自主的に資質能力を高める活動と、優れた技術者や支

援組織等から支援を受けながら資質能力を高める活動の両方を掛け合わせて修

習を進めていくことが望ましい。そして、目標の達成度等を確認し、さらにステ

ップアップするべく、目標の再設定と IPD 活動を繰り返すことを IPD 活動の軸

とする。 

 

①目標を定め、現在の自分の資質能力の水準とのギャップをなくすための計 

 画を作成する。 

②策定した修習計画に沿って業務遂行するとともに、能動的な IPD活動と 

受動的な IPD活動をバランス良く実施する。 

③定期的に修習内容について自己評価すると共に客観的評価を受ける。 

④必要に応じて、計画を見直す。 

 

まず①に関して、目標の設定方法や具体的な内容については若手技術者とそ

の支援者に委ねるべきであるものの、統一的な原則は必要である。そこで、達成

目標の設定に当たっては、『修習技術者のための修習ガイドブック－技術士を目

指して－第３版』（公益社団法人日本技術士会、平成 27年１月 以下「修習ガイ

ドブック」という。）で提示されている、「専門技術能力」、「業務遂行能力」、「行

動原則」の３つの柱を基礎に位置づける。 

 次に、②について、修習の核となるのは、業務遂行を通じた OJTと組織内外で

の研修である。ただし、IPD活動の実施環境によって要する労力、コスト等に顕

著な格差を生じさせないために、活動方法については配慮が必要である。職場に

おいて実際の業務を遂行しながら業務遂行能力を高めていくことは各々の若手

技術者と所属組織において実施できるが、外部の各種教育研修機関・団体が開催

する研究会、講演会、講習会等への参加や最新情報の収集、日常の業務に関連し

て得られた成果について、学会等で論文を発表する活動は、各々の若手技術者の

置かれた状況によって実施の困難度が異なる。したがって、オンライン講座等、
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どこに居ても分け隔て無く修習可能な方法の積極的な活用を可能とすることが

望まれる。 

そして、③、④では、IPD活動を行う者は活動内容を整理・記録し、定期的に

進捗状況について支援者に報告し、その評価を受け、必要に応じて見直しを行う

ことが重要である。前段でも記載したように、IPD活動を実施する若手技術者の

置かれた状況が活動の難易度に影響を与え得ることを考慮し、支援者について

は、同一組織に属する者に限定せず、組織外の者からの支援も活用するなど柔軟

な運用が望まれる。 

 

４．技術士制度における IPD 活動の支援体制について 

３．に記載するとおり、技術者教育は技術者が所属する組織が実施するものが

基本となるが、所属組織の業態や技術分野に即した職場内教育プログラムのみ

では、設定目標の達成のために不十分な場合もある。そこで、教育機関による技

術者教育、及び、公益社団法人日本技術士会や学協会等の関係団体による、特定

分野の専門教育、業務遂行能力や技術者の社会的責任の重要性などに関する教

育によって、職場内教育を補完することが重要である。 

また、公益社団法人日本技術士会は、高等教育機関や学協会、産業界等の関係

団体と連携して、教育プログラムなどを整理し、IPD活動の実績管理や活動証明

等を担うことも視野に入れて引き続き検討することが望まれる。 

 

以 上 


